



























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































　　　　 　　　 　　　　　 皇帝に建白書を奏
（6）　，，VerhandlungskomOdie　mit　den　Arbeiter＝Ausschtisseri“，　Bergarbeiter2eitztng
　vom　23．　Mdraエ9エ2．
（フ）Dieter　Fricke，，，　Eine　Denkschrift　KrupPs　ans　dem　Jahre　lg12　Uber　den
　Schutz　der，，　Arbeitswilligen“　“，　Zeitschrift　fabr　Geschichtszvissenschaft，　Jg．
　5　（1957），　Heft　6，　S．　1260－1．
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　「雇主は，真に正当な苦情が生じないよう，できるかぎりのことをいたしました。雇主
　は，重大な損失を被る危険をおかしても，押しつけられた闘争を最後まで闘い抜く覚悟
　であります。社会民主党は，公生活において自由に活動しており，社会民主党と政治的
　に太刀打することは，きわめて困難であります。その社会民主党を敗北させ，そして，
　社会民主党と闘うことは当面不可能であるという考えにおちいって現在意気沮喪してい
　るすべての者をして薪たな活動に立ち上がらしむることによって，雇主は，全ブルジョ
　ア社会（die　gesamte　bUrgerliche　Welt）と私達の政治的未来とに貢献する覚悟であ
　ります。雇主は，ただ一つのことを要望し，期待しております。すなわち，今回の闘争
　において，国家権力が雇主を制止しないこと，調停のために大臣がストライキ地域を訪
　れれば，それは必ず被傭者に有利に作用するため，そのようなことをおこなわないこ
　と，帝国議会や邦議会において政府介入の期待をいだかせるような言明を政府の側から
　与えないこと，要するに，当局が闘争を傍観し，その活動を，公秩序が脅かされている
　ところではそれを維持し，生命・健康および財産を保護することに限定することであり
　ます。……もし，国家機関の調停的介入がおこなわれず，雇主がこの闘争を勝利的に終
　らせることに成功するならば，そ，してまた雇主は勝利することを確信しておりますが，
　その結果は，現今の情況のもとで，とりわけ「旧組合」とともに，社会民主党の手痛い
　敗北になるでありましよう……。」
　ルール炭鉱資本家は，1912年ストライキを経済闘争とは見なしていず，
「社会民主党」との政治闘争として位置づけていた。それは，彼らの労働組
合観からすれば当然のことであった。そして彼らは，国家の調停的介入さえ
なければ，この闘争に勝利しうると確信していた。
　資本家は，不足がちな警察力を補うために，炭鉱防衛隊（Zechenwehr）を
動員した。炭鉱防衛隊は信頼できる炭鉱職員からなり，銃剣や拳銃で武装し
ていた。武器は経営指導部によって調達され，警察によってチェックされ
た。ストライキに際して，防衛隊員は補助警官（Hilfspolizeibeamte）に任命
され，警官と協力して労働希望者の保護にあたるのである。炭鉱防衛隊は，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（8）すでに1889年ストライキのi1寺には形成されていたと思われる。そしてそれは
1905年ストライキを機に本格化し，1912年ストライキにおいては，行政当局
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（9）の報告によれば，　「良好な成績」　（gute　Dienste）をおさめたのであった。
（s）　Vgl．　H．　G．　Kirchhoff，　oP．　cit．，　S．　54．
（9）　K．　Saul，　oP．　cit．，　S．　274．
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資本家は，資本家としての自助の精神を示したのである。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（10）　・　3，月13日，皇帝はクルップの建白書を承認した。国家の最高権力者が，調
停的介入をおこなわない決意をしたのである。
　国家が調停的介入をおこなわず，資本家が「重大な損失を被る危険をおか
しても」非妥協的に闘い抜く決意をかためていた以上，　「三角同盟」は，ス
トライキ資金によってストライキを持ちこたえる以外に途はなかった。そし
て，資金が澗渇する時，ストライキは敗北するのである。
　3月！9日，「三角同盟」ルール地方代表者会議は，決議権を有する代表
577人目うちストライキ続行賛成349，反対215という結果に終り，ストライ
キ続行に必要な四分の三の賛成を得ることができず，ストライキ終了を宣言
　（11）
した。
b．　意　義
　わずか9日目にして敗北した1912年「三角同盟」ストライキは，労資関係
について，次の5点を明らかにした。
　第一に，それは，労働組合の力の限界を明らかにした。　「キリスト教鉱夫
組合」が参加しなかったとはいえ，第一次大戦前において，鉱夫組合がルー
ル地方の全組合員にストライキを呼びかけ要求を貫徹しようと試みたのは，
1912年が最初であり，最後であった。1912年ストライキは，1905年ストライ
キと異なって，労働組合によって計画され指導されていた。すなわち，1912
QO）　lbid．，　S．　272．
（11）　，，Der　Zusammenbruch　des　Bergarbeiterstreiks“，　Der　BersfenaPPe　vom　30．
　Mdrzエ9エ2．
　　付言しておけば，1912年ストライキ当時，「三角同盟」の組織人員は13万人であっ
　た（，，Unser　wird　der　Sieg　doch　sein，　trotz　alledem！‘‘，　Bergarbeiterzeitung
　vom　30．　Mdrzエ9エ2）。
　　なお，1912年目トライキに際して，「キリスト教鉱夫組合」組合員のなかには，中
　央の方針にもかかわらず，ストライキに参加した者もいた。「キリスト教鉱夫組合」
　も，1912年3月25日付「ルール炭鉱連盟」への請願書において，そのことを公式に確
　言忍した（，，Die　Bergarbeiterzeitung‘‘，　Der　Bergfenapl）e　vomエ3，　APrilエ9エ2）。
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年スbライキは，労働組合と資本との最初にして最後の本格的闘争だったの
であるpそして，労働組合は，惨敗したのである。
　労働組合が労働条件を集団的に規制しようとする場合，四つの方法があ
る。すなわち，相互保険の方法，団体交渉の方法，法律制定の方法およびス
トライキの方法である。　ドイツの鉱夫組合は，相互保険の方法をとりえなか
った。なぜならば，そのための前提一熟練労働者の自立的階層的再生産構
造一が欠如していたからである。また，団体交渉の方法もとりえなかっ
た。資本家が労働組合の承認を峻拒しfcからである。そしていま，1912年ス
トライキに惨敗したことによって，ストライキの方法も有効でなかったこと
が明白になった。たしかに，法律制定の点において，ルール鉱夫は，ある程
度のものを獲得しえた。しかし，それは，労働組合の力によってではなかっ
た。それは，1889年ストライキや1905年ストライキというゼネスト情況の産
物であった。すなわち，第一次大戦前において，ルール炭鉱業の労働組合は
労働条件を集団的に規制しえなかったのである。
　1912年ストライキの敗北によって，「旧組合」は，大きなダメ・一一’ジをうけ
た。　「旧組合」の1913－14年度活動報告は述べている。　「ルール地方のすべ
ての地域から，次のように報告されている。敗北した1912年ストライキの結
果，組合員のなかに意気沮喪（Mutlosigkeit）が支配的であり，それがやつ
　　　　　　　　　　　　（12）と徐々に消えはじめた，と」。
　1912年ストライキの敗北は，スト破りをおこなった「キリスト教鉱夫組
合ゴにとっても，決して他人事ではないはずである。なぜならば，1912年ス
トライキが労働組合の力の限界を最終的に露呈させてしまった以上，鉱夫の
なかに，　「キリスト教鉱夫組合」を含めた鉱夫組合全体に対する不信感が拡
がることは，必然だったからである。ストライキ終了後しばらくして，「キ
リスト教鉱夫組合」はそのことに気づいた。「キリスト教鉱夫組合」は，そ
（12）　Geschdftsbericht　des　Verbandes　der　JSergarbeiter　Deutschlands　fdir　die
　lahre　19！3　und　1914，　Bochum　19Z4，　S．　159－160．
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の機関紙に，次のように書かなければならなかった。「ぶざまな鉱夫ストラ
イキの終った今，さまざまな地方において，労働組合運動は結局なんの役に
　　　　　　　　　　　　　　　（13）も立たない，という声が高まっている。」
　第二に，1912年ストライキは，既存の労資交渉機構の限界を明らかにし
た。ブルジョア的社会改良主義者の団体である「社会改良協会」　（GeseLl　一
schaf　fUr　soziale　Reform）の機関紙編集長フランケ（Ernst　Francke）は，
1912年ストライキの「社会政策的教訓」として，正しくも次のように指摘し
た。「交渉原理（Verhandlungsprinzip）は，ルール地方において，再び完全
に破産した。鉱業裁判所は，例によって，まったく機能しなかった。鉱山官
庁は，調停のための官庁としては活動しなかった。帝国内相はたしかに労働
組合指導者と会談したが，プロイセン商工相は，指一本動かさなかった。労
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（14）働者委員会は無力であることが証明された」，と。1912年ストライキは，既
存の労資交渉機構が有効でないことを明示したのである。
　第三に，1912年ストライキは，国家の社会改良的労働政策がすでに終了し
ていたことを明らかにした。1889年ストライキおよび1905年ストライキは，
労資関係の法的枠組の改良をもたらした。しかし，1912年ストライキは，な
んらの変化ももたらさなかった。帝国内相デルブリュックは，1914年1月20
日の帝国議会予算委員会において，　「帝国保険法の可決（1911年5月一引
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（15）用者）によって，われわれの社会政策立法は，たしかな終末を迎えた」とい
う有名な社会政策終了声明を出したが，1912年ストライキは，その声明に先
立って，社会改良立法がすでに終了していたことを実際に示した。第一次大
戦前のドイツにおける国家の社会改良的労働政策は，労資関係に直接関連す
る限り，1905年の鉱山業における労働者委員会の強制的設置をその到達点と
（L3）　，，Erfolge　der　Ge’werkschaftsbewegung“，Der　BergknaPPe　vom25．　Mai　1912．
（14）　Ernst　Fric　ncke，　，，Sozialpolitische　Lehren　aus　dem　Streik　im　R，　uhrreviert‘，
　Soziale　Praxis　vom　28．　Md’ra　1912，　Sp．　808．
（15）　，，Die　Sozialpolitik　im　Reichstag“，　Soziale　P’raxis　vom　29．　fanztar　19！4，
　Sp．　608．
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して，終了したのである。
　第四に，1912年ストライキは，炭鉱資本家の非妥協的戦闘性を明らかにし
た。労働組合との闘争は，彼らの考えによれば，まったくの政治闘争であり，
経済的に「重大な損失を被る危険をおかしても」闘い抜かれるべきものであ
った。彼らのヘル・イム・ハウゼ的観点は，彼らの政治的階級意識に裏打ち
されていたのである。
　第五に，1912年ストライキは，裁判の階級性を明らかにした。わずか9日
間のストライキ中に，参加者に対する有罪判決が次々と出された。しかもそ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（16）れらは，信じられないほど過酷なものであった。若干の例を挙げよう。
　1．F．「ちえッ，スト破りめ」と発言一禁鑓1ケ月。
　J．K：．「スト破り！」「バカヤロー！」と叫ぶ一一禁鋼4週間。
　J．D．　「ちえッ，囚人め。スト破り！」と発言　　禁鋼3ケ月。
　M．アーーク燈に向って石を投げる。石はどこにもあナこらない　　二三4ケ
　　　月。
　ある鉱夫の妻　スト破りに「ちえッ」と発言。別の時にスト破りの額に胡
　　　椒を投げる一禁鋼7ケ月。
　こうした例を見る時，人は，かのカール・リープクネヒトとともに，プロ
　　　　　　　　　　　　　　　　　（17）イセン＝ドイツを「階級裁判の古典的国家」（das　klassische　Land　der　Klas－
senjustiz）と呼ぶことに躊躇しないであろう。
皿．綜括
ルール鉱夫は，第一次大戦前において，大ストライキを経験していた。彼
らがドイツ革命期にドイツでもっともラディカルな運動を展開しえたのは，
（16）　，，Streikjustiz“，　Bergarbeiterzeitblng　vom　6．　APril　1912；　，，streikjustiz“，
　Bergarbeiterzeitttn．cr　vom　20．　APril　2912．
（17）　Karl　Liebknecht，，　Schnellfeuerjustiz　im　Ruhrrevier．　Aus　der　Rede　im　preu－
　Bischen　Abgeordnetenhaus　in　der　dritten　Lesung　des　Justizetats　am　4．　Mai
　lg12“，　Gesammelte　Reden　zcnd　Schriften，　Bd．　5，　Berlin　1963，　S．　340．
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そうした伝統に支えられていたからであった。ルール鉱夫が大ストライキを
おこすことのできた客観的根拠は，次のようなものであったと考えられる。
　第一の理由は，身分的「労資」関係時代の遺産ともいうべきものである。
ルール鉱夫は∫「監督原則」時代から一一esして，資本家との協調感情を有し
ていなかった。　「監督原則」時代，労働条件は基本的に国家官庁によって決
定されており，資本家は鉱夫にとっていわば無関係の存在であった。1850年
代の「自由主義的」改革後，鉱夫は資本家に労働力を個別的に売らざるをえ
なかった。その結果，労働時間は，事実上の入出坑を含む8時間作業方から
入出山を除く8時間作業方へと劣悪化し，賃銀も，事実上の最低賃銀を意味
した「標準賃銀率」制度が廃止されたことによって悪化した。とりわけ1874
年からの「大不況」期にはそうであった。鉱夫が資本家に協調感情をいだく
はずがなかった。
　また，「監督原則」時代の遺産として，児童・婦人労働者が雇傭されてい
なかったということも指摘されねばならない。青年成人男子労働者のみから
なるという労働力構成は，鉱夫の連帯にとってきわめて有利であった。
　第二の理由は，労働市場の特質である。資本家は，労働市場の企業別封鎖
に失敗した。社会保険制度としてのクナップシャフトの存在は，企業福利施
設の効果をいちじるしく制限した。唯一の有効な企業福利施設としての社宅
は，たしかに労働力の定着をもたらしたが，企業忠誠心の育成には成功しな
かった。さらに，資本家団体レヴェルでの「締め出し協定」や職業紹介所も
労働移動を減少させえなかった。
　第三の理由は，労務管理のあり方である。労務管理の中心は，鉱夫の直接
的統轄責任者たる係員に対するプレミアム制度であった。その結果，係員と
鉱夫との関係はきわめて険悪であった。さらに，係員自身は，　「係員組合」
の結成によって，そうした労務管理に対する反対を表明した。
　第四の理由は，そしてこれがもっとも重要な理由であるが，法的枠組が予
定した交渉機構の非有効性である。ルール炭鉱業においては，自発主義（ヴ
　　　　　　　　　　　　　　　一97一
　98
オランタリズム）にもとつく団体交渉は，問題になりえなかった。なぜなら
ば，ルール炭鉱資本家の階級意識によれば，労働組合は政党（とりわけ「社
会民主党」）の道具にすぎず，労働組合に対するごくわずかの譲歩といえど
も「社会民主党」を利することになり，社会主義革命を招くものであった。
それゆえ，ヘル・イム・ハウゼ的労資関係の維持は，彼らの政治的至上命命
だったのである。
　それに対し，プロイセン国家は，ルール炭鉱業の軍事的重要性を認識し，
産業平和を維持すべく，鉱業裁判所を設立し，さらに，労働者委員会を設竃
させた。しかし，鉱業裁判所は，争議調停機関としてまったく機能しなかっ
た。さらに，労働者委員会は，狭義の労働条件（労働時間・賃銀）をその協
議事項となしえなかった。プロイセン国家の法的枠組は，争議の平和的解決
に有効でなかったのである。第一次大戦前のルール炭鉱において大ストライ
キがおきた客観的根拠は，以上4点であると思われる。
　ところで，プロイセン国家の社会改良的労働政策は，ルール炭鉱業の大争
議に対応して打ち出されていた。そのことは，たんに争議が大規模であった
という一般的理由から説明されてはならない。もちろん，規模が大きかった
ということは重要な理由である。しかし，ここでは，次の理由も重視され
なければならない。まず第一に，ルール炭鉱業に対する主要な労資関係法が
帝国営業法ではなく，プロイセン鉱業法であったという事実である。すなわ
ち，プロイセン国家は，鉱業のみを対象とする社会改良立法をおこないえた
のである。第二に，ルール炭鉱業は，軍事的に重要な産業であった。それゆ’
え，国家は，ルール炭鉱業の産業平和に重大な関心を払う必要があったので
ある。
　さて，第一次大戦前におけるルール炭鉱業の労資関係の展開は，’以下のご
とく｝こ要約されうる。
　ルール炭鉱業は，18世紀中葉に，産業として注目をあびるようになった。
それとともに，国家は，「修正クレーフェ・マルク鉱業条例」　（1766年），
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「一般特権令」　（1767年）によって，「労資」関係の全面的規制に着手した。
　　　　　　　　　　　　　　　　　1「監督原則」のもとで，鉱夫の採用・解雇・労働条件の決定は，すべて鉱山
官吏によってなされ，資本家たる鉱業人は，ほとんどなんらの権限も有さな
かった。鉱夫には特権的鉱夫と非特権的鉱夫との二つの三三があり，特権的
鉱夫は雇傭を保証され，またクナップシャフト金庫による給付を享受した。
「監督原則」下の労資関係は，身分的「労資」関係として特徴づけられる。
　身分的「労資」関係は，産業革命の進展を背景とした1850年代の一連の
「自由主義的」改革によって，終りを告げた。ルール炭鉱業の労資関係は，
資本主義的な労資関係へと一挙的に移行した。・ここに成立した労資関係は，
労働力が個別的に売買されること，経営内において資本が専制的に支配する
ことの二点をその内容としていた。それは，ヘル・イム・ハウゼ的労資関係
として特徴づけられる。ヘル・イム・ハウゼ的労資関係は，労資の法的平等
を前提としている点において・イギリス「＄従法」下の労資関係と異なって
いた。また，それは，まったく資本主義的なものであるため，　「家父長的労
資関係」と呼ばれてはならないものであった。
　1889年ストライキを機に，ヘル・イム・ハウゼ的労資関係は，端緒的な解体
を開始した。プロイセン国家は，労働者委員会の設置を推奨するとともに，
鉱業裁判所を設立した。鉱業裁判所は，争議調停の任にあたるはずであっ
た。また，労働者は，労働力の集団的売買を目ざして労働組合を結成した。
しかし労働組合は，イデオUギー的・民族的理由から，「旧組合」，　「キリ
スト教鉱夫組合」，　「ボーランド人職業組合」，「ヒルシュ・ドゥンカー鉱
夫組合」の四つに分裂した。さらに，資本家は，労働組合活動を粉砕すべく，
「ストライキ保険連盟」を結成し，共通就業規則を制定した。結局，労働者
委員会は，資本家の拒否にあって，設置されなかった。鉱業裁判所は争議調
停に無力であった。プロイセン国家の意図は，実現されなかったのである。
労働組合もまた，労働力の集団的売買に成功しなかった。
　1905年ストライキを機に，ヘル・イム・ハウゼ的労資関係は，本格的な解体
　　　　　　　　　　　　　　　一99一
　leo
を開始した。プロイセン国家は，個別炭鉱に労働者委員会の設置を義務づけ
、た。経営内の資本の専制は，労資協議制の立法的＝強制的導入とともに，下
級職員組合たる「係員組合」の結成によって，大きく脅かされるにいたっ
た。ヘル・イム・ハウゼ的労資関係の本格的解体に危機感をいだいた資本家
は，「ルール炭鉱連盟」・を結成して労働問題対策にあたった。　「ルール炭鉱
連盟」は，ストライキ保険を継続し，また労働市場の掌握を目ざして職業紹
介所を設立した。さらに資本家は，会社組合の青成を積極的におこなった。
労資間の厳しい対立のなかにあって，労働者委員会は，結局，狭義の労働条
件（労働時間・賃銀）を協議事項となしえなかった。
　1912年ストライキは，すぐれて労働組合の闘争であった。その敗北は，
労働組合が労働条件を集団的に規制する力がないことを最終的に示すととも
に，既存の交渉・調停機構の非有効性を明らかにした。
　第一次大戦直前におけるルール炭鉱業の労資関係は，結局，第2図のごと
くに図示されるであろう。
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第一次大戦直前におけるルール炭鉱業の労資関係（第2図）
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